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京都コンテンツ制作・クリエイター支援業務 

事業者募集要領 

 

 

京都コンテンツ制作・クリエイター支援業務として，アニメを使ったビジネスセミナー及び地方ア

ニメスタジオ・シンポジウムの開催，関連小冊子制作を実施するに当たり，実施企画の立案・運営，

各種広報等を行う事業者を下記のとおり募集する。 

 

１ 事業名 

  京都コンテンツ制作・クリエイター支援業務 

 

２ 概 要 

アニメ産業は版権なども含めた市場規模が２兆円を超え，特に海外市場が大幅に増えている成長

産業である。近年，京都にもアニメスタジオ設立が続く状況の中で，さらなるアニメ業界の成長や

クリエイターの人材育成に貢献するとともに，京都が舞台となるマンガ・アニメ・ゲーム等の作品

が生まれる機会を創出するため，京都の地元企業とアニメ制作者のマッチングに資するセミナーや

シンポジウムの開催，広報物の制作・配布等を実施する。 

 

３ 主な募集内容 

「委託仕様書」のとおり 

※ 参加を希望する法人又は団体はメール：sanshin@city.kyoto.lg.jp まで参加を希望する旨

とともに，「企業又は団体の名称」，「担当者のメールアドレス」を記載すること。 

そのうえで，下記「４ 事業者の参加要件」を満たす者に対し，委託仕様書・参加表明書等

の所定様式を送付する。 

          

４ 事業者の参加要件 

  応募の資格者は法人又は法人以外の団体とし，次の要件を満たす者とする。 

 ⑴ 京都市競争入札参加有資格者名簿に登録されている者。 

 ⑵ 前号に該当しない者については，次に掲げる資格を応募時点で全て有する者。 

ア 応募者及び本業務における下請予定事業者が，京都市から競争入札参加停止の措置を受けて

いない者であること。 

イ 代表者が成年被後見人，被保佐人又は破産者でないこと。 

ウ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

エ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 

オ 京都市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団員等又は暴力団密接関係者ではないこと。 

カ 自らが提案した企画・運営内容を自らが遂行するために必要な経営基盤を有し，かつ資金等

について十分な管理能力を有していること。 

※２つ以上の法人で構成される「共同事業体」として応募する場合は，構成員の全てが法人であると

ともに，構成する法人間での代表者，責任分担等を定めた協定書の写しを提出できる者とする。 

 

５ 募集期間  

  令和元年１２月１０日（火）から１２月 ２３日（月）午後５時まで 
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６ 委託契約内容 

⑴  委託期間 契約締結日から令和２年３月３１日まで  

⑵  委託金額 上限４，０００，０００円以内 

※ 上記の金額は消費税及び地方消費税相当額１０％を含む。 

⑶ 委託内容 「委託仕様書」に掲げる業務 

⑷ そ の 他 提案内容等を勘案して決定するため，委託契約額が見積額と同額とならない場合が

あることに留意すること。 

受託候補者となった者は，その地位・権利を譲渡できないものとし，契約締結後，

当該委託業務全ての履行を再委託することを禁止する。 

ただし，一部の履行を第三者に委託する必要がある時は，あらかじめ京都市の承認

を得ること。 

 

７ 応募手続等  

⑴ 必要書類の提出 

  ア 提出書類及び提出部数 

(ｱ) 参加表明書〔様式１〕 １部 

(ｲ) 貴社（貴団体）の概要及びこれまでの実績が分かるもの 各１部 

・ 会社案内等 

・ コンテンツ関連企業と異業種とのマッチングやアニメ業界に係る事業の受託実績

（過去３年以内）〔様式２〕 

・ その他，特に本事業の品質向上に寄与すると思われる資料等（任意提出） 

(ｳ) 企画提案書（任意様式。ただし，書類の表紙や文中を含めて「社名」は記載しないこと） 

各６部 

   なお，必ず下記の内容を入れること。 

  ＜アニメを使ったビジネスセミナー＞ 

 ・ 登壇者（事例講義者及び聞き手・進行役）の候補及び候補者の実績 

＜地方アニメスタジオ・シンポジウム＞ 

      ・ 登壇者の候補及び地方スタジオの概要（場所,設立年,設立経緯,従業員数等） 

      ・ 進行役候補と候補者のプロフィール 

     ＜京都が舞台となる作品調査＞ 

      ・ 調査対象出版社やエージェントの候補 

     ＜本事業紹介の小冊子の編集・制作＞ 

      ・ 想定配布先（アニメ・ゲーム会社，専門学校など） 

(ｴ) 見積書 １部（積算根拠がわかるように記載したもの） 

(ｵ) 共同事業体協定書の写し（共同事業体として提案する場合のみ。任意様式） １部 

(ｶ) 競争入札参加有資格者以外の者にあっては，別途以下の書類を提出すること 

・ 登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

・ 印鑑証明書  

・ 納税証明書（国税等，京都市税（該当者のみ）） 

・ 調査同意書（水道料金・下水道使用料） 

・ 使用印鑑届又は委任状兼使用印鑑届 

※ 書類の請求先等の詳細は，以下ホームページで確認すること。 
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【京都市入札情報館】 

             http://www2.city.kyoto.lg.jp/rizai/chodo/sanka/wto30/sinsei-wto30.htm 

イ 提出方法 下記の提出場所まで郵送又は直接持参すること 

  なお，郵送の場合，その旨を事務局宛に電話又はメールしてください。 

ウ 提出場所 〒６０４－８５７１ 京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 

          京都市産業観光局新産業振興室内 三輪・皆越あて 

             電  話：０７５‐２２２－３３２４ ＦＡＸ：０７５-２２２-３３３１ 

          メール：sanshin @city.kyoto.lg.jp 

⑵ 仕様書等に対する質問期限及び回答 

ア 質問対象者 本書及び仕様書等に対して質問できる者は，上記「４事業者の参加 

要件」を満たしている者とします。 

イ 質問期限  令和元年１２月１６日（月）午後５時まで 

ウ 質問方法  上記(1)ウの提出場所に掲載の連絡先まで電話又はメールにて問合せすること。 

  エ  質問への回答 すべての質問及び回答については，入札・公募型プロポーザル情報内の産業観

光局のホームページにおいて掲載する（令和元年１２月１８日（水）予定）。 

⑶ 注意事項 

ア 失格となる参加表明書及び企画提案書 

参加表明書及び企画提案書が次の事項の一つ以上に該当する場合には失格となることが 

ある。なお，失格となった場合は，別途通知する。 

・ 提出期限，提出先，提出方法に適合しないもの 

・ 指定の作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの 

・ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

・ 虚偽の内容が記載されているもの 

・ 参加要件を満たす根拠資料の提示が，指定された期日内に行われなかったもの 

イ その他 

・ すべての提出書類の作成・提出に係る費用は，応募事業者の負担としする。 

・ 提出された企画提案書は，受託者の選定以外には，応募事業者に無断で使用しない。 

ただし，提案の内容については，今後の参考にすることがある。 

・ 提出された書類は，受託者の選定を行う作業に必要な範囲において，複製を作成するこ

とがある。また，提出書類は返却しない。 

 

８ 提案の審査・選定等 

⑴  審査方法等 

「京都コンテンツ制作・クリエイター支援業務受託候補者選定会議」において，応募者から提

出された提案書及び見積書を別添「受託候補者選定審査基準」に基づいて項目別に評価し，合計

点が最も高い者を受託候補者として選定する（応募者が１社の場合は，合計点が満点の６割以上

の場合に受託候補者とする）。 

なお，選定会議は非公開とし，選定経過等に関する問合せには応じない。また，手続途中にお

いては，応募者数を非公開とする。 

また，必要に応じて応募者に，企画提案に係る説明を求める場合がある。その場合，応募者に

別途通知するので，説明ができる者を選定会議に出席させること。 
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⑵  通  知 

選定結果については，１２月下旬までに通知する。また，参加した事業者及び評価点，契約の

相手方を選定した理由を京都市情報館の入札・公募型プロポーザル情報内の産業観光局のホーム

ページに掲載する。 

 

 ９ 委託契約の締結 

⑴  選定した受託候補者と契約条件・内容（契約金額を除く）を確認及び協議のうえ，契約 

を締結する。 

⑵  受託候補者となった事業者等は，本市から所定の契約書を送付してから２週間以内に契約書

を提出すること。 

⑶  受託候補者となった事業者等が，前々項並びに前項の手続きを行わないとき，当該委託業務

に係る契約は締結しない。この場合，次点の者を受託候補者とする。 

 

10 スケジュール（予定） ※主な項目のみ記載 

⑴  ビジネスセミナー・シンポジウム 

令和元年１２月  契約内容についての調整，登壇者候補への打診と開催日の決定 

令和２年 １月   登壇者・セミナー・シンポジウムのタイトル決定と参加者募集開始 

企画内容詰め 

                 ２月   企画内容決定，開催 

３月    業務完了報告書の提出 

 

⑵  京都ゆかり作品の調査及び本事業紹介の小冊子の編集・制作 

令和元年１２月    契約内容についての調整，調査及び小冊子の企画開始 

１月  調査 

２月   小冊子のデザイン・台割 

            掲載候補作品の画像等許諾処理と小冊子編集 

            シンポジウムの収録と記事化 

３月   小冊子の校正・印刷・納品・配布，業務完了報告書の提出 

 

11 その他 

⑴  本事業に係る監査が行われる場合は，必ず協力・対応すること。 

⑵ 本事業を通じて，著作権や特許権等の知的財産権が発生した場合，その権利は全て京都市に

帰属するものとする。 


